
科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成20年法律第63号）（抄） 

 （基金） 

第二十七条の二 公募型研究開発に係る業務を行う研究開発法人のうち別表第二に掲

げるもの（次条第一項において「資金配分機関」という。）は、独立行政法人通則法

第一条第一項に規定する個別法（第三十四条の六第一項及び第四十八条第一項におい

て単に「個別法」という。）の定めるところにより、特定公募型研究開発業務（公募

型研究開発に係る業務であって次の各号のいずれにも該当するもの及びこれに附帯

する業務をいう。）に要する費用に充てるための基金（以下単に「基金」という。）を

設けることができる。 

 一 将来における我が国の経済社会の発展の基盤となる先端的な研究開発等又は革

新的な技術の創出のための研究開発等に係る業務であって特に先進的で緊要なも

の 

 二 複数年度にわたる業務であって、各年度の所要額をあらかじめ見込み難く、弾力

的な支出が必要であることその他の特段の事情があり、あらかじめ当該複数年度に

わたる財源を確保しておくことがその安定的かつ効率的な実施に必要であると認

められるもの 

２ 基金の運用によって生じた利子その他の収入金は、当該基金に充てるものとする。 

３ 独立行政法人通則法第四十七条及び第六十七条（第七号に係る部分に限る。）の規

定は、基金の運用について準用する。この場合において、同法第四十七条第三号中「金

銭信託」とあるのは、「金銭信託で元本補塡の契約があるもの」と読み替えるものと

する。 

 

別表第二（第二十七条の二関係） 

 一 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 

 二 国立研究開発法人科学技術振興機構 

 三 独立行政法人日本学術振興会 

 四 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

 五 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 

 

参考資料４ 



国立研究開発法人科学技術振興機構法（平成14年法律第158号）（抄） 

（基金の設置等） 

第十八条の三 機構は、文部科学大臣が通則法第三十五条の四第一項に規定する中長期

目標において第十八条各号に掲げる業務のうち科学技術・イノベーション創出の活性

化に関する法律第二十七条の二第一項に規定する特定公募型研究開発業務として行

うものに関する事項を定めた場合には、同項に規定する基金（次項及び次条第二項に

おいて「基金」という。）を設け、次項の規定により交付を受けた補助金をもってこ

れに充てるものとする。 

２ 政府は、予算の範囲内において、機構に対し、基金に充てる資金を補助することが

できる。 

（区分経理） 

第十九条 （略） 

２ 機構は、前条第一項の規定により基金を設けた場合には、当該基金に係る業務につ

いては、特別の勘定を設けて経理しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成20年法律第63号）（抄） 

 

第五節 研究開発法人における人材活用等に関する方針等 

第二十四条 研究開発法人は、内閣総理大臣の定める基準に即して、その研究開発等の

推進のための基盤の強化のうち人材の活用等に係るものに関する方針（以下この条に

おいて「人材活用等に関する方針」という。）を作成しなければならない。 

２ 人材活用等に関する方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 研究開発等の推進における若年研究者等の能力の活用に関する事項 

二 卓越した研究者等の確保に関する事項 

三 研究開発等に係る人事交流の促進に関する事項 

四 その他研究開発等の推進のための基盤の強化のうち人材の活用等に係るものに関

する重要事項 

３ 研究開発法人は、人材活用等に関する方針を作成したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。これを変更したときも同様とする。 

４ 研究開発法人は、人材活用等に関する方針に基づき、その人材の活用等に係る研究

開発等の推進のための基盤の強化を図るものとする。 

５ 国立大学法人等は、研究者等の自主性の尊重その他の大学等における研究の特性に

配慮しつつ、必要に応じて、前各項の規定による研究開発法人の人材の活用等に係る

研究開発等の推進のための基盤の強化に準じ、その人材の活用等に係る研究開発等の

推進のための基盤の強化を図るよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 


